
４ 福利厚生
⑴ 福利厚生実施状況

－福利厚生制度が「ある」企業は全体の43.5％－

福利厚生制度が「ある」と回答した企業は、小企業では38.9％、中大企業では62.2％で、
前年と比較すると、小企業で7.2ポイント、中大企業では21.1ポイントの減少となっている。

制度の内容は、「事業所独自」（小企業：45.8％、中大企業：57.1％）がいずれの規模で
も最も多く、次いで「鎌倉市勤労者福祉サービスセンター」（図・表中「センター」）に

加入」（小企業：27.7％、中大企業：21.4％）、「その他」（小企業：25.0％、中大企業：
21.4％）となっている。

「制度なし」と回答した企業の内、何らかの制度導入を検討している企業の割合は8.6％
となっている。

業種別では、「制度あり」と回答した割合は、運輸・通信業（77.7％）が最も多く、不
動産業（26.6％）が最も少なくなっている。

規模別福祉厚生制度実施内容（Ⅲ 調査結果資料第13表）

規模別福利厚生制度実施状況
制度あり 制度なし

区 分
事業所独自 ｾﾝﾀｰ加入 その他 内訳なし 独自制度検討 委託検討 予定なし 内訳なし

小 企 業 33 20 18 1 8 3 95 4
中大企業 16 6 6 0 0 0 17 0

合 計 49 26 24 1 8 3 112 4

業種別福利厚生制度実施内容（Ⅲ 調査結果資料第14表）

業種別福利厚生制度実施状況
制度あり 制度なし

事業所独自 ｾﾝﾀｰ加入 その他 内訳なし 独自制度検討 委託検討 予定無し 内訳なし

建設業 8 6 1 0 1 0 18 1
製造業 3 2 5 0 1 0 12 0
卸･小売･飲食業 12 5 8 0 3 0 36 0
金融・保険業 11 9 2 0 0 0 8 0
不動産業 4 2 2 0 3 1 16 2
運輸・通信業 2 2 3 0 0 0 2 0
サービス業 7 4 1 0 0 1 15 1
その他 4 3 4 1 0 1 5 0
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